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伊勢市議会基本条例 骨子（案） 

 

15 政務活動 

１ 議員及び会派は、法第 100 条第 14 項の規定に基づき交付される政

務活動費を有効に活用し、政策提言等に活かすよう積極的に市政に関

する調査研究その他の活動を行わなければならないものとします。 

２ 議会は、議員及び会派により行われた調査研究の成果を共有するよ

う努めます。 

３ 政務活動費に関しては、別に条例で定めます。 

 

 

 

 

 

 

【前回の確認事項・検討内容】 

 

○視察報告書は視察後２週間以内に提出することとし、これを徹底する

ことを確認しました。 

提出されない場合の罰則は設けないこととしました。 

 

○政務活動費の用途については、伊勢市議会政務活動費の交付に関する

条例では「会派が行う活動」と規定されており、これを「議員及び会派

が行う活動」に見直すべきであるという意見があり、骨子案で「議員及

び会派」としている表現との関係も含め、引き続き検討することとしま

した。 
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大津市議会基本条例 

（政務活動費） 

第12条 政務活動費の交付を受けた会派は、使途の透明性を確保した上で、

政務活動費を有効に活用して調査研究を行い、議会活動の充実及び強化

に努めなければならない。 

２ 前項の規定に基づく政務活動費については、大津市議会政務活動費交

付条例（平成13年条例第１号）で定める。 

 

 

横須賀市議会基本条例 

(議員及び会派の積極的な政務活動) 

第 25 条 議員及び会派は、法第 100 条第 14 項の規定に基づき交付される

政務活動費を有効に活用し、政策提言等に活かすよう積極的に市政に関

する調査研究その他の活動を行わなければならない。 

 

 

亀岡市議会基本条例 

(政務活動費) 

第 22 条 政務活動費は、政策の立案及び提案並びに市政に関する調査研究

その他の活動に資するために交付するものとする。 

２ 亀岡市議会政務活動費の交付に関する条例(平成 25 年亀岡市条例第２

号)に定めるところにより、政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、

これを適正に執行しなければならない。 

３ 議会は、政務活動費の使途について公開しなければならない。 

http://www.city.kameoka.kyoto.jp/reiki_int/reiki_honbun/k108RG00001148.html
http://www.city.kameoka.kyoto.jp/reiki_int/reiki_honbun/k108RG00001148.html
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四日市市議会基本条例 

（政務活動費） 

第 19 条 会派又は議員は、政策立案能力及び政策提言能力の向上等を図る

ため、法第 100 条第 14 項に規定する政務活動費を有効に活用し、積極

的に調査研究及びその他の活動を行うものとする。 

２ 会派又は議員は、四日市市議会政務活動費の交付に関する条例（平成

25 年四日市市条例第５号）第７条に規定する政務活動費を充てることが

できる経費の範囲において、政務活動費を適正に執行し、常に市民に対

して使途の説明責任を負うものとする。 

 

 

伊賀市議会基本条例 

（政務活動費の執行及び公開） 

第14条 議員は、政策立案又は提案を行うため、並びに調査、研究及びそ

の他の活動に資するために交付される政務活動費の執行に当たっては、

伊賀市議会政務活動費の交付に関する条例（平成16年伊賀市条例第５

号）を遵守しなければならない。 

javascript:OpenResDataWinlnkJyo('416901010005000000MH','416901010005000000MH',%20'1')
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22 他の条例との関係 

 この条例は、議会に関する基本的事項を定める条例であり、議会に関

する他の条例等を制定し、又は改廃する場合においては、この条例との

整合を図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

大津市議会基本条例 

（実質的最高規範性） 

第２条 議会は、議会に関する他の例規を解釈し、又は制定改廃するとき

は、この条例の趣旨を尊重し、この条例に定める事項との整合を図らな

ければならない。 

 

【解説】 

本条例は、制定目的や内容が議会活動の根本となるものです。 

したがって形式的には他の条例との間に法的効力の優劣があるわけ

ではありませんが、実質的には他の議会に関する条例・規程等の中で

最上位に位置するとの考えに基づき、最高規範たる性質を有すること

を示しています。 

したがって、他の議会に関する条例等の制定・改正・廃止に当たっ

ては、本条例の趣旨を尊重し、本条例に定める事項との整合を図らな

ければならないことを定めています。 

 

【これまでに確認された事項等】 

 特になし。 
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会津若松市議会基本条例 

「他の条例との関係」についての規定はない。 

 

【先進地視察での説明内容】 

・最高規範としての規定については、ずいぶんと議論があった。 

・地方としての最高規範性を持つ条例があってもよいという考え方と、

あったとしても最高規範性をもたせるべきではないという考え方に

分かれた。 

・こうした議論に時間をとられるのではなく、今やるべきことをきちん

とすることを優先した。 

・最高規範性については、あとで必要になったときに議論すればよいと

いうことで、先送りしているのが現状である。 

※H27.7.17 実施の先進地視察復命書より 

 

 

流山市議会基本条例 

(他の条例との関係) 

第２条 第１条の規定に基づき、この条例の趣旨に反した議会運営に関す

る条例、規則等を制定してはならない。 

 

 ※参考 

第１条 この条例は、地方自治の本旨に基づき、議会運営における

規範的事項を定めることにより、市民の負託に的確にこたえ、市

民福祉の向上及び市勢の伸展に寄与することを目的とする。 

 

javascript:void%20fnOwnLink(15,'g0210016042704111.html','J1')
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四日市市議会基本条例 

（本条例の位置付け） 

第３条 この条例は、四日市市市民自治基本条例（理念条例）（平成１７年

四日市市条例第１号。以下「市民自治基本条例」という。）の規定に基

づく条例であり、議会に関するすべての例規に先んずる、議会における

最高規範である。 

 

 

伊賀市議会基本条例 

（最高規範性） 

第 22 条 この条例は、議会における最高規範であって、議会は、この条例

の趣旨に反する議会の条例、規則等を制定してはならない。 

２ 議会は、議員にこの条例の理念を浸透させるため、一般選挙を経た任

期開始後速やかに、この条例の研修を行わなければならない。 

 

 

松阪市議会基本条例 

（他の条例との関係） 

第 25 条 この条例は、市議会に関する基本的事項を定める条例であり、市

議会に関する他の条例等を制定し、又は改廃する場合においては、この

条例との整合を図らなければならない。 
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23 見直し手続 

１ 議会は、この条例の目的が達成されているかどうかを常に検証し、

必要に応じて改正するものとする。 

２ 議会は、前項の検証の結果、議会に関する他の条例等の改正が必要

と認められる場合は、適切な措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会津若松市議会基本条例 

（継続的な検討） 

第 22 条 議会は、この条例の施行後、常に市民の意見、社会情勢の変化等

を勘案して、議会運営に係る不断の評価と改善を行い、必要があると認

めるときは、この条例の規定について検討を加え、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする。 

２ 議会は、この条例を改正するに当たっては、全議員が賛同する場合で

あっても、本会議において改正の理由を説明しなければならない。 

 

【これまでに確認された事項等】 

 特になし。 
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大津市議会基本条例 

（検討） 

第 29 条 議会は、この条例の施行後、常に市民の意見、社会情勢の変化等

を勘案し、必要があると認めるときは、この条例の施行の状況について議

会運営委員会等で検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。 

 

 

流山市議会基本条例 

(条例の検証及び見直し手続) 

第 27 条 議会は、別に期間を定め、この条例の目的が達成されているかど

うかを議会運営委員会において検証し、その結果を市民に積極的に公表

するものとする。 

２ 議会は、前項の規定による検証の結果、制度の改善が必要な場合は、

この条例の改正を含めて適切な措置を講じるものとする。 

 

 

四日市市議会基本条例 

（見直し手続） 

第36条 議会は、一般選挙を経た任期開始毎に、社会情勢の変化等を勘案

し、この条例の規定について検討を加えるとともに、見直しが必要と判

断したときは、市民等の意見を聴取し、適切な措置を講ずるものとする。 
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伊賀市議会基本条例 

（見直し手続） 

第 23 条 議会は、一般選挙を経た任期開始後、できるだけ速やかに、この

条例の目的が達成されているかどうかを議会運営委員会において検証

するものとする。 

２ 議会は、前項による検証の結果に基づいて、この条例の改正を含む適

切な措置を講じるものとする。 

３ 議会は、この条例を改正する場合には、全議員の賛同する改正案であ

っても、本会議において、改正の理由及び背景を詳しく説明しなければ

ならない。 

 

 

松阪市議会基本条例 

（見直し手続） 

第 26 条 市議会は、この条例の目的が達成されているかどうかを常に検証

し、必要に応じて改正するものとする。 

２ 市議会は、前項の検証の結果、市議会に関する他の条例等の改正が必

要と認められる場合は、適切な措置を講じなければならない。 

 

 


